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令和４年度第２次補正予算
特定生活関連サービスインバウンド需要創出促進・基盤強化事業費補助金
賃金の引上げに係る計画の表明


令和４年度第２次補正予算特定生活関連サービスインバウンド需要創出促進・基盤強化事業費補助金を申請するにあたり、審査基準の加点要件である賃金の引上げに関して、下記１～３の事項について誓約します。


1. 事業実施期間（令和５年度）に令和４年度と比較して、給与支払総額または一人当たりの平均受給額を年率１．５％以上増加するよう取り組むことを、交付決定までに表明する。
表明予定時期：令和５年●月頃
表明方法：●

2. 交付決定までに、正当な理由なく表明できなかった場合には、事務局からの採択辞退の要請があれば、求めに応じて辞退する。

3. 表明したにもかかわらず、賃金引上げ計画を実行しない場合、以下の事項を理解した上で賃金引上げの表明を行うことに同意する。
・　表明したにもかかわらず、賃上げ計画を実行していない場合は理由書を提出する。
・　その理由に正当性がないものと認められる場合は、事業者の名称及び当該計画の実行がなされていない事実の公表を行う可能性がある。
※ただし、その理由を各法人の実情に応じて判断した結果、賃金引上げ計画を達成したものとみなすことができる場合はこの限りではない。



                  　年　　　月　　　日


法人名　　　　　　　　　　     　　　　　　　　　　印


代表者の氏名　　　　　　　　　         　　　　　　　　印
（※自署または記名捺印）

